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イタリア共和国1974年6月7日法律第216号〔試訳〕
泉 田 栄
まえがき
本資料は1974年6月7日法律第216号を試訳したものである。同法の条文は， Nobilie Vitale, 
La riforma delle societa per azioni, 1975 ; Casi e Materiali di diritto commerciale, societa 
per azioni, 197 4, IT , Appendiceによった。 同法は証券取引法，会社法，税法に関する規定を含
んでいる。訳者のイタリア法に対する知識の蓄積のなさに基づき，その上翻訳がきわめて短時間に
なされたので、訳語の不適当なものがあるのではないかと恐れるが， 同法の翻訳はイタリア法の研究
のためにも，今日の日本の会社法改正の議論のためにも若干の意義があると思われ， あえて公表し
た次第である。大方の御時正と御教示を賜われば幸である。
1974年6月7日法律第216号
第 1 ノ交パ、
有価証券市場及び株券の国庫の取扱いに関する諸規定を有する 1974年4月8日法律命令第95号は
次の条文で法律に転換される。
第 1条
ローマに所在地を置く会社株式取引所国家委員会 (laCommissione nazionale per le societa e 
la borsa）は設立される。
委員会は， 内閣総理大臣の提案及び閣議のあらかじめの決議に基づき共和国大統領命令により指
名された，特殊の及び実証された能力と経験を有し， 異議の余地がない道徳性と独立性を有する人
々の聞から選任された，委員長及び4名の委員を以て構成される。 5年の任期とし， l度だけ更新
されることができる。
委員会の構成員は，いかなる職業活動も，顧問も営むことができない， 及び公法人又は私法人の
取締役又は従業員であることもできず，他のいかなる性質の公務も保有することができない。違反
するとその職を失う。 国家公務員は委任の存続期間を通して職員の地位外に配置される。
国庫大臣の提案に基づき，内閣総理大臣の命令により， 委員長と委員に属する諸手当は決定され
る。
委員会は国家予算でそのような目的に割り当てられた及び国庫大臣の歳出見積書に1章をもって
記録された基金の限度内で固有の運営のための支出の自治的管理を用意する。財政管理の決算書は
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会計検査院の監督に服する。
委員会は固有の組織及び固有の運営に関する規則並びに， 国家の一般会計に関する規定にもかわ
らず，支出の管理を規制する規則を決定する。 当該規則は内閣総理大臣の提案及び閣議のあらかじ
めの決議に基づき，共和国大統領命令によって認可される。
委員会はすべての行政官庁にニュース，情報及び協力を請求する権利を有する。 委員会によりそ
の権限の行使によって取得された資料，ニュース及び情報は， 国庫大臣を除き，行政官庁に関しで
も，職務上の秘密によって保護される。
委員会は，毎年6月30日以内に，国庫大臣に去年逐行された活動に関する報告を伝える。 同様に
国庫大臣にその期間の聞に委員会によって請求されたニュース及び情報を伝える。
国庫大臣は議会に，毎年9月30日以内に，委員会の活動を報告する。
第 2条
会社株式取引所国家委員会は，固有の権限の行使のために， 国家行政官庁職員，公法人の従業員
及び私法規範によって規制され， 5年の最大存続期間の定めのある契約で任命された，行政官庁に
関係のない20名を越えない専門家を使用する。
国庫大臣と一致して内閣総理大臣の命令によって，行政官庁職員の定員は決定され， 民間の現在
の報酬に基づいて専門家の報酬が定められる。 同命令により同様に前項所定の国家行政官庁の職員
に支給されるべき適当な諸手当は定められる。
委員会に所属する職員及び専門家は，職務上の秘密を漏らしてはならない。 これらの者はもっぱ
ら委員会に確認された非違行為を報告する。 以上の非違行為が犯罪を構成する場合においても同様
である。 委員会は関係者に予め処分事由を通知し， 30日以内に不服申立書が提出された場合にはこ
れを審理したうえで，自己の権限に属する措置をとる。
第 3条
会社株式取引所国家委員会は，
a）株式取引所に上場された株式を有する会社及び証券が株式取引所に上場されていて， 商事活
動の行使を排他的又は主要な目的とする法人に対して， 同種の分野に関しでも，グループ連結貸借
対照表（bilanciconsolidati di gruppo）の作製を命令することができる。
b）取締役を聴取して， a号所定の会社又は法人から， 委員会によって定められた方法で及び期
間内に，貸借対照表及び報告書から明白になる資料及びニュースに加えて， 公衆の情報のために必
要な資料及びニュースが公開されることを命ずることができる。 但しその公開が会社又は法人の損
害となりうるものは除外される。
c) a号所定の会社又は法人に，その期聞を確定して， 第4条によって規定されたものの補足に
おいて，資料及びニュースの定期的通知並びに証書及び書類の送付を要求することができる。 通知
された又は公表された資料及び、ニュースの正確性及び完全性を確認するために， 同1主体に対して
検査を実施すること並びに取締役，監査役文は検査役及び総支配人からニュース及び説明を受ける
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ことができる。
d）発行会社又は法人の取締役を聴取し並びに株式取引所の代表者及び権限のある株式仲買人の
運営委員会のあらかじめの意見を聴取して， 規定された必要条件を有する会社又は法人によって発
行され，普通広く取引される証券の 1つ又はそれ以上の株式取引所への上場の許可を決定する。
e）毎年11月以内に， 全株式取引所有価証券のためにひとつの来年の株式取引所行事表を定め
る。行事表には， 休業日，清算の毎時期に関する履行に予定された日及び〈売買〉取引時間表が定
められる。
f)一般的に又は個々の株式取引所のために， 許可された契約類型，相場組織，値段確認及び相
場表形成の方式， 委託手数料表及び各上場証券のための株式取引所で売買可能な最小総額を決定す
る。
g）個々の株式取引所の運営を監督し並びに， 株式取引所で行動する又は取次活動を行使する主
体によって実行される株式取引所に上場された証券に関する取次及び売買の行為の財務の正常性と
方法を，このような目的でc号によって表示された資格を利用して，確認する。
h）今まで国庫大臣に属した株式取引所の運営に関する他の権限を行使する。
d号， e号及びf号の規定は，国庫大臣命令によって実施され，共和国官報に公表される。
要求を遵守せず， 委員会の規定に従わない又はどのような方法でも委員会の職務の行使を妨害す
る会社又は法人の取締役，監査役文は検査役及び総支配人は， 100万リラ乃至2,000万リラの科料に
処せられる。
第 4条
株式取引所に上場された株式を有する会社は， 会社株式取引所国家委員会に書留郵便によって次
の事項を通知しなければならない。
1）それを審議しなければならない総会のために確定された日より少なくとも20日前に， 取締役
及び監査役会の報告書並びに私法典第2424条第4項所定の附属明細書とともに貸借対照表
2）それを審議しなければならない総会のために確定された日より少なくとも45日前に， 取締役
の適当な説明報告書とともに， 設立証書の改正，社債の発行及び他の会社との合併を表明する
計画案
3）総会が第1号及び第2号で、表示された事項について決議した日から30日以内に， 総会の議事
録，採択された決議，承認された貸借対照表
4）会計年度の上半期から4カ月以内に，半年の報告書及び時により利益配当の仮配当（acconti
sui dividendi）の決議
類似の通知はその証券が株式取引所に上場されていて商事活動の行使を排他的又は主要な目的と
する法人によって，各自の法規を掛酌し及び取締役を聴取して， 委員会によって定められた方式で、
及び期間内に行なわれなければならない。
本条の規定の違反は，第3条最後の項に従って処罰される。
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第 5条
株式取引に上場された株式を有する会社に右会社の資本の 2パーセγ トを越えて参加する株式制
の会社ヌは有限会社並びに株式が株式取引所に上場されていない会社又は有限会社に右会社の資本
の10パーセγ トを越えて参加する株式取引所に上場された株式を有する会社は， 書面により他の会
社及び会社株式取引所国家委員会に参加が上記のパーセンテージの限度を越えた日から30日以内に
通知をしなければならない。 参加のその後の変化は増加の程度が同じパーセンテージの半分を越え
たか又は参加がノミーセ γテージの限度以内に減少した日から30日以内に通知されなければならな
い。 他の会社に通知を実施しない会社は，通知が怠られたままである株式又は持分に回有の議決権
を行使することができない。
双方で第1項で定められたパーセγテージの限度を超過する相互参加の場合において， 他の会社
の通知を受け取ったあとで通知を実施する会社は， 超過する株式又は持分に固有の議決権を行使す
ることはできず，通知を受け取った日から12カ月以内にそれらを譲渡しなければならない。 譲渡が
行なわれない場合には議決権の停止は全参加に拡張される。 もしも 2つの会社が同じ日に通知を受
け取るならば議決権の停止及び譲渡の義務は双方に適用される。 但し委員会に即座に通知されなけ
ればならない異なる同意の場合を除く。
本命令施行の日に存在する参加については， 第1項で規定された通知は1974年9月30日以内に実
施きれなければならない。 相互参加の場合には，許された限度と比較して小さいパーセンテージの
超過を有する会社は本命令の転換法の施行の日から3年以内に超過した株式又は持分を譲渡しなけ
ればならない。 不履行の場合には議決権の停止は全参加に拡張される。
本条によって定められたパーセγテージは議決権なき株式を考慮することなく， 被支配会社及び
信託会社を通して並びに第3者を通して引き受けられ， 取得され又は所有される株式又は持分を考
慮して計算される。
本条第2項及び第3項で規定された期間内に株式又は持分が譲渡きれない場合には， 裁判所は，
監査役会の請求に基づき， 株式仲買人又は短期金融機関〔注1〕による株式又は持分の売却を命令
する。
会社の取締役は本条によって規定された通知を怠る場合には 100万リラ乃至1,000万リラの科料に
処せられる。 30日を越えない遅滞とともに通知を実施する場合には 500,000万リラ乃至500万リラの
科料に処せられる。虚偽の通知を実施する場合には3年以下の禁固に処せられる。但し事実がより
以上の犯罪を構成しない場合を除く。 超過する株式又は持分の譲渡義務違反については私法典第
2630条第2項で定められた刑罰が適用される。
本条の規範に従って及びそこで定められた期間内に譲渡された株式又は持分の利得については，
1973年9月29日共和国大統領命令第597号第54条の規定が適用される。
第 6条
私法典第2359条は次のように改められる。
『第2359条一被支配会社（societacontrollate）及び関係会社（societacollegate）。
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次に掲げる者は被支配会社と看倣される。
1）他の会社が，所有した株式又は持分によって， 通常総会の決議のために要求された多数を用
意する会社
2）他の会社によって所有された株式又は持分によって又は他の会社との特別の契約関係によっ
てその支配的影響下にある会社
3）他の会社によって支配された会社によって所有された株式又は持分を通して他の会社によっ
て支配された会社
資本の10分の lを越える程度で，又は株式取引所に上場された株式を有する会社については 20分
の1を越える程度で参加されている会社は関係会社と看倣される。
第2359条ノ 1－被支配会社からの株式の取得
被支配会社は， 法定準備金を除外した，準備金から引き出された額によってでなければ支配会社
の株式又は持分を取得することも，引受けることもできない。 全額払い込まれた株式のみが取得さ
れうる。
他の会社によって支配された会社は他の会社の総会で議決権を行使することができない。
第1項に違反して取得され， 引き受けられ又は所有された株式又は持分はそれが明白になる貸借
対照表の承認から6カ月以内に譲渡されなければならない。 それが行なわれなかった場合には，裁
判所は，監査役会の請求に基づき， 株式仲買人，短期金融機関又は中・長期金融機関〔注2〕によ
る株式又は持分の売却を命令する。』
本命令の転換法の施行の日に所有された支配会社の株式又は持分は， 私法典第2359条ノ 1によっ
て確定された限度を超過する部分については， 上記の日から3年の期間内に譲渡されなければなら
ない。 それが行なわれなかった場合には，同条最後の項の規定が適用される。利得については前の
第5条最後の項が適用される。
私法典第2359条ノ 1の規定に違反する取締役は私法典第2630条第2項によって定められた刑罰に
処せられる。
第 7条
私法典第2369条のあとに次のものは加えられる。
『第2369条ノ 1ー 第3回招集における特別総会。
株式取引所に上場された株式を有する会社の特別総会は， もしも第2回招集に出席した社員が決
議するために必要な資本部分を代表しないならば， もう一度30日以内に招集されることができる。
第2366条第2項によって定められた期間は8日に短縮される。
第3回招集において総会は， 証立証書が加重された多数を要求しないときは，会社資本の5分の
1以上を代表する社員の賛成票により決議する。 第2369条第4項によって表示された決議について
は常に会社資本の3分の1以上を代表する社員の賛成票が必要で、ある。』
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第 8条
私法典第2372条は次のように改められる。
『総会における代理一設立証書に反対の規定がある場合を除き， 社員は総会において代理しても
らうことがで、きる。 代理権は書面により授与されなければならず，かっ関係書類は会社によって保
管されなければならない。
代理権は，その後の招集についても効果を有し，ただ1つの総会に関してのみ授与されうる。
委任状 (larappresentanza）は白地式の代理人の名前で交付されることができない。 代理人は
委任状に明示的に表示されている人によってのみ代理されることができる。
代理権は会社の取締役，監査役及び従業員に授与されることも， 会社によって支配されている会
社，その取締役，監査役及び従業員にも， 短期金融機関，中・長期金融機関にも授与されることが
できない。
同一人は総会で 10人以上の社員を又は株式取引所に上場された株式を有する会社については，会
社が100億リラ未満の資本を持つならば50人以上の社員を，会社が 100億リラ以上且つ500億リラ未
満の資本を持つならば 100入以上の社員を，会社が500億リラ以上の資本を持つならば200人以上の
社員を代理することはできない。
第4項及び第5項の規定は代理のための株式の裏書の場合にも適用される。』
第 9条
私法典第2420条のあとに次のものは加えられる。
『第2420条ノ 1一株式転換社債のbbligazioniconvertibili in azioni) 
特別総会は，交換率，転換の期間及び方式を決定して， 株式転換社債の発行を決議することがで
きる。決議は会社資本が全額払込まれていないならば採択されることができない。
前項の場合においては会社は転換に対して付与すべき株式の額面価額に相応する総額のために会
社資本の増加を決議しなければならない。
転換社債はその額面価額を下る額で発行されることはできない。
各半年の最初の 1カ月内に取締役は前の半年内に転換を請求した社債権者に属する株式の発行を
用意する。 次の月以内に取締役は企業登記簿への登記のために発行された株式の額面価額に相応す
る程度の会社資本の増加の証明書を寄託しなければならない。第2444条第2項の規定は適用され
る。
転換のために確定された期聞が満了するときまで， 会社は過剰資本の減少も，利益配当に関する
設立証書の規定の変更も，他の会社との合併も決議することができない。但し転換社債の所有者
に， 少なくとも総会招集 3カ月前に株式会社及び有限会社の政府公報紙に掲載された告知によっ
て， 公告から1カ月の期間内に転換権を行使する資格が与えられる場合を除く。
準備金の組入れによる資本の増加及び損失による資木の減少の場合に， 交換率は増加又は減少の
程度に比例して変更される。
株式転換社債は第2413条で定められたものに加えて， 交換率と転換の方式を表示しなければなら
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ない。』
私法典第2420条の 1最後の項で規定された表示のない転換社債を発行する取締役は， 100万リラ
乃至500万リラの科料に処せられる。
本命令の施行のあとで発行された株式転換社債については 1973年9月29日共和国大統領命令第
600条第26条第1項に規定された控除は， 株式への転換の期日まで及びあらゆる場合に5年を越え
ない間15パーセγトに減少される。
第 10条
私法典第2424条において第13号は次のように改められる。
『13号被支配会社及び関係会社に対する債権』
同条に次の項が加えられる。
『貸借対照表の附属明細書には， 各々につき額面価額及び貸借対照表で付与された価額を表示
して，被支配会社又は関係会社に対する参加は記載されなければならない。 さらに被支配会社の最
近の貸借対照表の完全な謄本及び関係会社の最近の貸借対照表の本質的な資料の要約された説明書
は添付されなければならない。』
第 11条
私法典第2425条のあとに次のものは加えられる。
『第2425条ノ 1ー 損益計算書（conto<lei profitti e perdite）の内容
特別の活動を行使する会社に関する特別法の規定がある場合を除き， 損益計算書は会計年度に属
する収益と費用を，その総額で明瞭に表示して，提出しなければならない。
収益〈の部〉には
1 ）同種の種類によって分類された販売及び、給付による収益
2）不動産投資からの収入
3）被支配会社及び関係会社に対する参加からの配当金
4）他の会社に対する参加からの配当金
5）定額利息付証券の利子
6）銀行に対する債権の利子
7）被支配会社及び関係会社に対する債権の利子
8）得意先に対する債権の利子
9）他の債権の利子
10）第1号の収益に属しない財産の譲渡から生じた利得
11）内部労働による装置及び他の財産の増大
12）前各号に表示されたものと異なる収入及び収益並びに異常利得
13）原料，仕掛品，製品及び商品の期末たな卸高
費用（の部〉には
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1）原料，仕掛品，製品及び商品の期首たな卸高
2）原料，仕掛品，製品及び商品の取得のための支出
3）従属労働の給付及び関連寄付（relativicontributi）に対する支出
4）サービスの給付に対する支出
5）法人税その他の税〔注3〕。前年度に関するそれらを分離して表示すること
6）利子及び義務的債務に基づく他の負担
7)被支配会社及び関係会社に対する債務に基づく利子
8）銀行に対する債務に基づく利子
9）他の債務に基づく利子
10）割引及びその他の金融との負担
11）財産の同種の種類に関する減価償却費
12）清算又は保障の基金に対する積立額
13）証券，債権及びその他の種類の財産の価格下落の危険の補償基金に対する積立額
14）財政負担及びその特定負担のための積立額
15）財産の種々の種類に関する貸借対照表の評価から生ずる損失
16）前各号に表示されたものと異なる支出及び費用並びに異常損失
収益及び費用の両項目の相殺は禁止される。』
第 12条
私法典第2429条のあとに次のものは加えられる。
『第2429条ノ 1ユー取締役報告書（relazionedegli amministratori) 
第2423条第3項によって規定された取締役報告書は， 会社が，その会社によって支配された他の
会社を通しでも，行動した種々の分野における経営の動向を， 投資，費用及び価格に関しては詳細
に，解説しなければならない。会計年度の終了後に行なわれた実地調査の事実も表示されなければ
ならない。
報告書からすべての場合に次のことは明白にならなければならない。
1）財産の様々の種類の評価における基準及び前年度の貸借対照表に比較して基準の偶然の変更
2）減価償却及び積立において従われた基準及び前年度の貸借対照表に比較して基準の偶然の変
更
3）借方と貸方の記帳の一貫性において生じた変化
4）従業員及び退職金並びに年金の積立に関する資料
5）支払利息を長中期の借入金と短期の借入金に区分し， 貸方項目に算入された（受取〉利息も
区分表示すること
6）貸借対照表の借方に記入された， 研究，調査及び計画の支出，広告及び宣伝の支出及び装置
〈設置〉又は生産の着手の支出，関係総額の個別的表示をすること
7)支配会社， 被支配会社及び関係会社との関係と参加並びに債権及び債務において生じた変化
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株式取引所に上場された株式を有する会社の取締役は会計年度の上半期の終りから3カ月以内に
監査役会に経営の動向についての報告書を， 生産，販売及び提供されたサーピ、ス，費用及び収益に
ついては詳細に，通知しなければならない。 報告書は謄本で会社の所在地に3カ月の期間の間寄託
されたままでなければならない。社員は閲覧することができる。』
第 13条
私法典第2441条は次のように改められれる。
『新株引受権 (Dirittodi opzione）一新発行の株式及び株式転換社債は所有された株式の数に比
例して社員の選択に提供されなければならない。 転換社債があるならば新株引受権は，交換引率に
基づいて，社員と共に，転換社債の所有者にも属する。
選択の提供は株式会社及び有限会社の政府公報紙に掲載されなければならない。 新株引受権の行
使のために提供の公告から少なくとも30日の期間は承認されなければならない。
新株引受権を行使する者は，それと同じ請求を行なうとし、う条件で， 選択されないままの株式及
び株式転換社債の取得に対して先買権を有する。株式が株式取引所に上場されているならば，行使
されていない新株引受権は株式取引所に取締役によって， 会社の計算で，少なくとも 5集会の聞
に，第2項に従って定められた期間の満了に続く 1カ月以内に提供されなければならない。
新株引受権は， 資本増加決議に従って現物出資によって払込まれなければならない新発行の株式
には属さない。
会社の利益が要求するときには， 新株引受権は，決議が第2回又は第3回招集の総会で採択され
るとしても， 会社資本の過半数を代表する社員によって承認された資本増加決議によって排除又は
制限されることができる。
資本増加決議は，新株引受権が第4項又は第5項の意味で排除又は制限されるときには， 株式取
引所に上場された株式に関しては， 最近の半年の相場の動向をも劃酌して，正味の財産価額に基づ
いて株式の発行価格を決定する。
特別総会のために要求された多数をもってなされた総会決議によって新株引受権は， 新発行の株
式が会社の従業員の株式引受に提供されるならば， 新発行の株式の4分の1に限って排除されるこ
とができる。 4分のlを越える程度の新株引受権の排除は第5項で規定された多数によって承認さ
れなければらならない。』
株式取引所に私法典第2441条第3項によって定められた期間内に及び方式で行使されない新株引
受権を提供することを怠る取締役は，関係株式が引受けられるならば， 私法典第2630条第1項によ
って定められた刑罰に処せられる。
第 14条
普通株式が株式取引所に上場されている会社は， 私法典第2351条の意味で発行される議決権制限
株式の総額と共に，会社資本の半分を越えない総額については， 利益配当及び資本償還において優
先権を有する無議決権株式を発行することができる。 このような株式は，私法典第2354条によって
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規定された表示に加えて，貯蓄株式＜(azioni di risparmio) ＞の名称を含まなければならない。
貯蓄株式は，私法典第2441条の規定を遵守して， 会社資本の増加の場合と，既に発行された普通
又は他の種類の株式の転換の場合の双方において発行されることができる。転換権は，行使の条
件，期間及び方式を決定する特別総会の決議により社員に付与される。
貯蓄株式は，私法典第2355条第2項の規定を除き，無記名式であることができ， 会社の普通株式
が上場されている株式取引所に上場する権利が認められる。
貯蓄株式には， 以下の項及び第15条で定められた範囲を除き，普通株式と同じ権利が帰属する。
貯蓄株式の所有者は会社の総会に参加する権利も，その招集を請求する権利も有しない。 貯蓄株
式によって代表される会社資本の部分は総会の構成及び決議の有効性のために考慮に入れられず，
私法典第2367条第1項及び第2393条第3項及び第4項によって定められた割合の計算に関しても考
慮に入れられない。
会社資本の増加の場合に貯蓄株式の所有者は選択で新発行の貯蓄株式及びそれがない場合又はこ
れと異なる措置がとられた場合普通株式を受け取る権利を有する。
第1項で規定された表示なしに貯蓄株式を発行する取締役は 100万リラ乃至500万リラの科料に処
せられる。
第 15条
法定準備金の持分を控除して， 合法的に承認された貸借対照表から生ずる純利益は株式額面価額
の5パーセートまで共同で貯蓄株式に配当されなければならない。
第1項で定められた優先配当金の貯蓄株式に対する配分のあとで残っている利益は， 総会がその
配当を決議するときには， 普通株式の配当金に比較して，株式の額面価額の2パーセγ トに相当す
る程度で増大された全体の配当が貯蓄株式に属するとし、う方法で全株式の聞で分配される。
設立証書は表示されたよりも大きな程度で第1項の優先配当金及び前項の増大を定めることがで
きる。
会計年度において第1項で表示された又は第3項の意味で定められた程度より低い配当金が貯蓄
株式に配分されるときには， 差額はその後の2会計年度内の優先配当金の増加によって計算され
る。
準備金の配当の場合貯蓄株式は他の株式と同じ権利を有する。
会社の解散において貯蓄株式は全部の額面価額に関して資本の償還において先取権を有する。
損失による会社資本の減少は他の株式の全体の額面価額を超過する損失の部分によるのでなけれ
ば貯蓄株式の額面価額の減少を意味しない。
損失による資本減少の結果貯蓄株式及び議決権制限株式の総額が会社資本の半分を越えるなら
ば，第14条第1項で規定された比率は普通株式の所有者に選択で付与すべき普通株式の発行によっ
て2年以内に回復されなければならない。それにもかかわらず，普通株式によって代表された資本
の部分が会社資本の4分の1未満に減少されているならば， 3カ月以内に少なくとも 4分のlに戻
されなければならない。
イタリア共和国1974年6月7日法律第216号試訳 -213ー
普通株式と無議決権株式文は議決権制限株式の聞の比率が上記の期間内に回復されないならば会
社は解散させられる。
資本の減少及び修復に関する決議は， 必要な併合文は分割によって，株式の額面価額の均等を保
証しなければならない。
第 16条
貯蓄株式の所有者の特殊総会は次の事項を決議する。
1)共同代表者の任命及び解任
2）その種類の諸権利を害する会社の総会決議の承認
3）共通利益の保護に必要な支出のための基金の設立及び関係決算書
4）共通利益を有するその他の目的
総会は会社の取締役又は共同代表者によって， それらの者が必要と考えるか又は発行された貯蓄
株式の20分の1を代表する貯蓄株式の所有者によって要求されているときには，招集される。
貯蓄株式の所有者の共同代表者には私法典第2417条の規定が適用される。
共同代表者は貯蓄株式の所有者の特殊決議の実施を用意し， 会社との関係で貯蓄株式所有者の共
通利益を保護しなければならない。
共同代表者は私法典第2421条第1号及び第3号に表示された帳簿を閲覧し， その抄本を手に入
れ，会社の総会に出席し及び決議を取消す権利を有する。
支出は第1項で、規定された基金に帰せられる。
第 17条
株式取引所に上場された株式を有する会社の取締役，監査役及び総支配人は， 任命の承諾の日又
は取得の日から30日以内に，書面で会社及び会社株式取引所国家委員会に， 直接に若しくは信託会
社を通して又はこれらの者の仲介者を通して， 法的に別居していない配偶者及び未成年者によって
所有された同会社， 又は同会社によって支配された会社に対する参加を宣言しなければならない。
前項で表示された者に属する株式はすべての場合に記名式でなければならない。
時により無記名株式からの転換の請求に応じて転換は第1項と同じ期間内に用意されなければな
らない。
第1項に表示された者は書面で、委員会に， 最初の通知に続く各3カ月の終りから15日以内に，支
払われた又は受け取った価格の表示と共に3カ月の聞に実行された買付けのその後の行為及び売付
けの行為を知らせる義務を負う。
本命令施行の日に第1項に表示された地位にある者は規定された宣言及び株式の転換の要求を，
1974年9月30日以内に，用意しなければならない。
第3条a号所定の会社及び法人の取締役，監査役又は検査役は書面で委員会に， 3カ月以内に，
いかなる肩書及び形式であれ被支配会社からも前年度に受け取った報酬を通知しなければならな
し、。
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本条によって規定された宣言及び、通知を定められた期間内に実施しない第1項で表示された主体
は100万リラ乃至2,000万リラの科料に処せられる。虚偽の宣言及び通知を実施する場合には3年以
下の禁固に処せられる。
第 18条
公衆への提供によって株式又は転換社債の買付け又は売付けに訴えることを意図する者は， あら
かじめ会社株式取引所国家委員会に行為の遂行の条件，方式及び期聞を表示して， 通知しなければ
ならない。 このような通知を受理した日から20日以内に，委員会は提供が公開されなければならな
い方法並びに含まなければならない資料及びニュースを定めることができる。
委員会に対する通知の悌怠文は委員会によって定められた規定の不遵守は 200万リラ乃至2,000万
リラの科料に処せられる。
第四条
1958年1月29日共和国大統領命令第645号第154条及び第155条によって規定された登録簿に登録
された会社及ひ、法人並び、に貸借対照表から生ずる 100億リラを越える払込資本及び準備金の総額を
有し，事実上排他的又は主要な活動として他の会社に対する参加の引受， 公的証券及び私的証券の
売買，所有，管理又は処分を遂行する会社及び法人は， 株式取引所に上場された証券を発行してい
なくとも，第3条及び第4条の規制に服する。
第 20条
ヨーロッパ経済共同体指令に従って異なるように定められるときまで， 所得税の前払としての，
1973年9月29日共和国大統領命令第600号第27条によって規定された会社によって配当された利益
からの控除は，徴収の際に申出が行なわれる場合は， 30パーセントの程度で税として充当される。
貯蓄株式に付与される利益については 1973年9月29日共和国大統領命令第600号第27条所定の控
除は，同条第3項によって規定された場合にも， 15パーセントの程度で税として充当される。
税として控除に服させられる利益に関しては 1962年12月29日法律第1745号第5条，第7条，第8
条，第9条及び第11条第3項の規定及びその後の改正並びに 1973年9月29日共和国大統領命令第
600号第3条第1項及び第7条第7項の規定は適用きれない。
記名式貯蓄株式の所有者は，利益の徴収の際に申出をなし， 第1項で表示された命令第27条の意
味の前払控除制度を選択する資格を有する。
本条の規定は，本命令の施行の日から，前払であっても， 配当が決議される利益に関して適用さ
れる。
1973年9月29日共和国大統領命令第600号第26条最後の項で規定された国家の領土内に居住しな
い者に支払われる利子及び資本所得に対する控除は， 15パーセγ トに引き下げられる。
1973年9月29日共和国大統領命令第601号第14条に表示された協同組合は， 支払の際に，正当な
自然人社員に配当される配当金に対して税として 10パーセγ トの控除を行なわなければならない。
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1973年 9月29日共和国大統領命令第601号第13条に定められた条件が生ず、ると， 前項所定の協同
組合によって国家の領土内に居住する正当な自然人社員に支払われる利子及び資本所得について，
1973年9月29日共和国大統領命令第600号第26条の最後の項によって規定された15パーセントの控
除は， 10ノミ一セントに引き下げられ，税として充当される。
本条で、規定された控除及びより大きな控除の税務所に対する納付に関しては 1973年9月29日共和
国大統領命令第602号第3条及び第8条の規定が適用される。
第 21条
本命令の最初の適用において会社株式取引所国家委員会に対する通知及び宣言の期間は同委員会
構成員の任命の命令の官報における公告に続く30日内に失効する。
本命令の施行の日に有効な規範は，第3条g号及びh号によって規定された事項に関しては， 会
社株式取引所国家委員会の任命の大統領命令の共和国官報における公告に続く 90日まで適用され続
ける。 同様に，第3条e号及びf号に表示された事項に関しては，会社株式取引所国家委員会の規
定が共和国官報に公告されるときまで，適用され続ける。
第 22条
第4条第1号，第2号及び第3号並びに第7条及び第8条の規定は 1974年9月30日以後に招集さ
れる総会に適用される。
第9条の規定は本命令の転換の法律の施行以後に決議される株式転換社債に適用される。
第4条第4号並びに第10条，第11条及び第12条の規定は本命令の転換の法律の施行以後に始まる
会社会計年度から適用される。
第 23条
1942年10月2日法律第1251号に転換された 1942年1月8日法律命令第5号所定の，積立の払込並
びに保険及び資本化契約の調整に関する 1968年4月27日共和国大統領命令第488号第35条によって
定められた期間は1971年1月1日から1977年12月31日まで効力を有して再開される。
第 24条
本命令によって規定された履行に関連する負担に備えるために， 国家予算承認法によって予算に
記録すべき経費の総計は毎年定められる。
5億リラに評価された1974年会計年度に関する本命令に由来する負担に対しては， 現在の立法措
置に関係する同会計年度に関する国庫大臣の歳出見積書の第3523章に記録された基金の相応の減額
がなされる。
国庫大臣は，正当な命令によって，予算の必要な変更を引き起こす権限を与えられる。
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共和国政府は，通常の法律の効力を有する 1つ又はそれ以上の命令によって， 1975年3月31日以
内に， 特赦・司法大臣，国庫大臣，財政大臣，予算・経済計画大臣，産業・商業・手工芸大臣と一
致して内閣総理大臣の提案に基づいて， 各議会の議長によって共和国官報における本法の公告の日
から1カ月以内に任命される15名の衆議院議員及び15名の元老院議員を以て構成される国会の委員
会の，請求に続く45日以内に述べられるべき， 意見を聴取して，次に掲げる事項を公布することを
委託される。
a）株式が株式取引所に上場されている会社に対して， 簿記の規則正しい所有並びに貸借対照表
及び損益計算書が会計書類の結果及び法律の規範に符合していることについての監督職務を， 会社
株式取引所国家委員会によって所有され，兼任禁止の規定と共に， 検査会社の技術的適性及びその
独立性を保証しうる方法で規律された， 特別登記簿に登録された検査会社（のなかから社員の総会
によって選任された検査会社〉 〔注4〕に， このような職務及び貸借対照表の関係証明を帰属させ
ることによって，規律することを意図した規定並び、に関係実施及び、暫定規範。証明の法律効果は規
定されることができる。 検査会社には同様に新株引受権の排除又は制限の場合における株式の発行
価格の適合性， 合併の場合における株式の交換比率の適合性及び、現物出資の評価の適合性について
意見を述べる任務が帰属される。職務の不正な行使による検査会社の取締役，経営者及び従業員に
対する刑事制裁は規定される。
b）排他的又は主要な活動と Lて他の会社に対する参加の引受， 及び公証券又は私証券の売買，
所有，管理又は投資を遂行する又は他の特別の活動を遂行する， 本法第1条下第3条a号所定の会
社及び法人に関する損益計算書及び取締役報告書に関係する規定。
c）今まで商工会議所及び株式取引所地方当局に属していた権限である，権能及び分散の相関的
資格を委員会に移すことを規定し， 並びに実施の関係規範を制定し，委員会の権限と有価証券取引
所の組織及び運営並びに上場証券の許可に関する規範を調整する規定。
d）貯蓄の擁護及び信用職務の行使に関する規定及び国家参加の大臣の権限に関する規定との重
複及び抵触を特に回避する方法で，本法第1条から生ずる条文の範囲で 1974年4月8日法律命令第
95条によって規定された監督及び、検査の形式と現行立法規定を調整する規定。
〈国家印を与えられた本法は，イタリア共和国の公式法令集に掲載される。 国家の法律として本
法を遵守し，遵守させることは，すべての国民の義務である。〉 〔注5〕
〔注1・2〕 un’azienda di creditoを短期金融機関と仮訳し， m istituto di creditoを中・長期金融機
関と仮訳した。長谷川丈作編『世界各国の金融制度（第1巻〉』 464頁以下参照。
〔注3〕 原文では leimposte e tasseとなっている。内容が不明につき将来の研究課題としたい。
〔注4〕 Nobil e Vitale, op. cit.ではカッコのなかが省略されている。
〔、注5〕 Nobil e Vitale, op. cit.ではカッコのなかが省略されている。
〔追記〕
Henrich-Cereghetti,Das italienische Aktienrecht (Auslandische Aktiengesetze, Bd .11) , 
2.Aufl. ,1976.には本法のドイツ語訳が含まれているO
